
第１６号様式(第５９条関係) 

変 更 許 可 申 請 書 

  
 東京における自然の保護と回復に関する条例第４９条第１項の規定により、下記の行為について

変更許可を申請します。 

年  月  日   

  東 京 都 知 事  殿 

  

   代理人 

    住 所 

    氏 名              印 

変更許可申請者 

  住 所 

  氏 名            印 

 (法人にあっては所在地、名称及び代表者氏名) 

許可番号、許可年月日 第      号     年   月   日 

(１) 行為地の地名、 
地番及び地目 

  

(２) 行 為 の 規 模   

(３) 行 為 の 目 的   

(４) 行 為 の 施 行 方 法   

(５) 予定年月日 

着 手 年   月   日  

完 了 年   月   日  

変更の内容及び理由 

  

※受付処理欄 
受 付 年 月 日 受 付 番 号 処  理  欄 

      

備考 １ ※受付処理欄は記入しないこと。 

     ２ 必要に応じて当該変更に係る以下のものを添付すること。 

      (1) 計画概要書(第15号様式) 

      (2) 既存樹木等保護検討書(第15号様式の2) 

      (3) 行為地の位置図及び方位を示すもの、土地の登記事項証明書及び公図の写し、面積測量図、行

為地内及びその周辺の土地の地形、土壌、動植物の生息又は生育状況等の自然の状況を示す図書 

      (4) 建築物その他の工作物の位置、規模、形状等を示す図書、開発行為の施工方法を示す図書、土

地の造成計画を示す図書、土壌の確保及び利用計画を示す図書 

      (5) 切土又は盛土法面の勾配、調整池、えん堤、擁壁等の設計を示す図書 

      (6) 雨水等の地下浸透対策を示す図書 

      (7) 行為地内に存する動植物の生息地又は生育地の保護及び回復計画を示す図書 

      (8) 緑地の位置、規模、樹木の本数、施工及び管理計画等を示す図書 

   (9) 申請者が、個人にあっては住民票、法人にあっては登記事項全部証明書 

 (10) 申請者が、個人にあっては資金計画書、個人事業税又は住民税の納税証明書及び金融機関の発

行する預金残高証明書又は融資証明書、法人にあっては資金計画書、財務諸表、事業経歴書、法

人事業税又は都（道府県）民税の納税証明書及び金融機関の発行する預金残高証明書又は融資証

明書（特定切盛土を行う場合に限る。） 

(11)工事施行者の土木工事業に係る建設業許可通知書の写し及び工事経歴書（特定切盛土を行う場

合に限る。） 

(日本産業規格Ａ列４番) 


